
� はじめに
１９７７年より国立医薬品食品衛生研究所を中心とし

た８～１０の地方衛生研究所により「日常食中の汚染

物質摂取量調査研究」が継続して行われている。本

県では１９８５年より同調査に参加して各種環境汚染物

質，無機元素等の一日摂取量を調査してきた。その

結果は逐次報告してきた。１）２）３）４）今回，過去２０年間

に蓄積した主な有機塩素系農薬等の摂取量について，

調査結果及び年次別推移について解析し，又試料の

調製差による摂取量の差異を調査解析し，若干の知

見を得たので報告する。

� 方法
１ 試料

厚生労働省の国民栄養調査四国地方の食品群別摂

取量に基づき分析用の試料量を算出し，９８種約１９０

品目をマーケットバスケット方式により購入した。

例として表１に２００５年の四国地方の平均一日摂取量

を示した。スーパーマーケット等で食品を購入し，

生食の習慣のものはそのまま，調理して摂取するも

のは加熱調理し，一日摂取量に従い混合し試料とし

た。ただ平成１６年度（２００５年度）から国民栄養調査方

式の変化に準拠した新たな食品分類に従い試料を調

製した。この結果１３群に味噌，マヨネーズ等調味料

が加わり，摂取量が増加した。食品の重量の計量方

式も変更となり，１群，９群の重量が増加した。

平成１４年度から１６年度の１０群から１２群については，

調製試料食品の選択による摂取量の差を推定するた

め各群３種類作成し，各種化学物質を測定した。

表１ 採取食品名と１日採取量の一例（２００５年）

２ 分析方法

（１）分析項目

�有機塩素系農薬：α－HCH，β－HCH，γ－HCH，

δ－HCH，pp－DDE，pp－DDT，pp－DDD，op－DDT，

Dierdrine，Endrine，HCB，HEC，HCE

香川県における日常食品中の汚染物質の一日摂取量について

汚染物質等の摂取量の２０年間の動向について

Study on Daily Intake of Environmental Chemicals from Daily Foods in KAGAWA

Changes in the Last Two Deands

西岡千鶴 千田有美 安永 恵
Chizuru NISHIOKA Yumi SENDA Megumi YASUNAGA

要旨
１９８５年より国立医薬品食品衛生研究所に協力して，国民栄養調査に基づくマーケットバスケット方
式により各種汚染物質の摂取量を調査してきた。この協力研究に関連して，香川県における２０年間の
有機塩素系農薬等の摂取量の動向について解析した。摂取量は１９８５年当初と比較し，２００４年度では
HCH類は約１／６０，DDT類については１／９に減，PCBについては１／２．４に減少していることが判明
した。又試料の調製による摂取量の比較を行い，選択した食品により摂取量に大きく差があることが
判明した。

キーワード：一日摂取量 マーケットバスケット方式 DDT HCH PCB

香川県環境保健研究センター所報 第６号（２００７）

－ 57 －



�PCB
�その他有機リン化合物
（２）分析方法

前報４）による。
３ 装置

ガスクロマトグラフ：�島津製作所GC‐１４A，GC‐１７A
検出器：ECD，FPD ガス質量分析計 �島津製作所：
QP－５０５０

ガスクロマトグラフ条件

（１） 有機塩素系農薬

検出器：ECD

カラム：DB‐５ ０．２５mm×３０m ０．２５µm

カラム温度：

６０（２）‐２０／min‐１２０‐５／min‐２５０‐１０／min‐２８０（１５）

検出器温度：３００℃

キャリアガス：ヘリウム

（２） PCB

検出器：ECD

カラム：２％OV‐１ GaschromQφ０．３mm×２m

カラム温度：１８０℃

検出器温度：２３０℃

キャリアガス：N２

（３） 有機リン化合物

検出器：FPD

カラム：DB‐５ ０．３２mm×３０m ０．２５µm

カラム温度：

６０（２）‐２０／min‐１２０‐５／min‐１８０‐２／min‐２２０‐

８／min‐２９０（５）

検出器温度：２３０℃

キャリアガス：ヘリウム
４ 試薬

（１）標 準 品：Heptachlor，α－HCH，β－HCH，γ

－HCH，δ－HCH，pp－DDT，pp－DDD，pp－DDE，

op－DDT，Dierdrine，Endrine，HCB，HEC，HCE，

α－β－CVP，Chlorpyriphos，Chlorpyriphosmethy，

Diazinon，Dimethate，Dimethylvinphos，EDDP，EPN，

Etrimphos，MEP，Fensulfothion，MPP，Fosthiazate，

Isoxathion，Malathion，Parathion，Pyracrofos、Terbufos，

Thiomethon，DMTP，Prothiofos，Parathionmethyl，PAP，

Phosaron ， Pirimiphosmethyl ， Tolclofosmethyl ，

Ethoprofos，Butamifos，Cadusafos 和光純薬工業�，
をヘキサンで１００µg/ml になるように溶解し，適宜

希釈して用いた。PCBは KC３００，KC４００，KC５００，KC

６００をヘキサンで１００µg/ml になるように溶解し，適

宜希釈して用いた。

（２） その他試薬：和光純薬工業�残留農薬分析用
フロリジル PR：和光純薬工業�

� 結果及び考察
１ ２０年間の経年変化について

１９８５年から２００５年までの香川県における各汚染物

質の一日摂取量の推移を表２に，また，香川県の食

品群別経年変化を図１，２，３に示し，全国平均５）６）（新

潟県他８～１０機関）の一日摂取量の推移を表３に，

食品群別経年変化を図４，５，６に示した。

香川県におけるHCH，DDTの異性体の割合を図

７，８に示した。そして主な汚染物質のADI 値を表

４に示した。

（１）有機塩素系農薬について

HCH（Hexachlorocycrohexane）類およびDDT類は，

残留農薬による人に対する健康影響から１９６９年に原

体の製造が中止され，１９７１年には農薬としての使用

が禁止されている。又ディルドリンは１９８１年化審法

により第１種特定化学物質に指定され，製造，販売，

使用が禁止されている。PCBは１９７２年には製造が

中止され，１９７３年に化審法により特定化学物質に指

定され，一部の密閉系以外使用，製造，販売が出来

なくなっている。

総HCH摂取量は１９９０年ごろまでは急激な減少傾

向にあり，香川県でも同様である。１９９０年以降，摂

取量は少なく，減少傾向も小さくなったが継続して

摂取されている。全国平均では１９８５年１．２µg，２００４

年度は０．０６０µg と１／２０に減少している。香川県の

摂取量は１９８５年は１．０µg，２００４年には０．０１７µg と１／

６０に減少している。２００５年度については検出されな

かった。異性体別では，α‐HCH，難分解性 β‐HCH

が多く検出され，HCHの有効成分である毒性の高

い γ‐HCHは検出される年とされない年がみられた。

存在比の低い δ－HCHはほとんど検出されなかっ

た。食品群別では初期の５年間は１０群（魚介類），１１

群（肉卵類），１２群（乳製品）以外に７群（緑黄色野

菜），３群（砂糖菓子類），１群（米，米加工品）など

の多種類の群から検出されていた。しかし，ここ数

年間は，主として１０群魚介類からの検出であった。

DDT類についてはHCHの場合と同様の傾向を示

し，１９９２年までは摂取量が高い水準にあったが，そ

れ以降は激減している。全国的にも減少傾向にある。

香川県の摂取量は１９８５年２．５µg，２００４年は０．２７１

µg，２００５年は０．３４３µg で約１／７に減少している。

全国平均５）６）では１９８５年１．５µg，２００４年０．２８６µgと１／５
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図１ 香川県における総HCH食品群別摂取量推移

図２ 香川県における総DDT食品群別摂取量推

図３ 香川県におけるPCB食品群別摂取量推移

図７ 香川県におけるHCH摂取量異性体の割合

図４ 全国における総HCH食品群別摂取量推移

図５ 全国における総DDT食品群別摂取量推

図６ 全国におけるPCB食品群別摂取量推移

図８ 香川県におけるDDT摂取量異性体の割合

香川県環境保健研究センター所報 第６号（２００７）

－ 60 －



無印：日本食品衛生調査会で定めたADI
＊：JMPRで定めた暫定的摂取許容量
＊＊：PTDI（暫定的摂取許容量）

に減少している。

異性体別では１９８５年からの５年間の平均は pp-

DDT（１５．７％），pp-DDE（５４．９％），pp-DDD（２０．９％），

op-DDT（２０．２％）であったが，２０００年からの６年間

の平均は pp-DDT（１８．０％），pp-DDE（６２．８％），pp-

DDD（１５．５％），op-DDT（３．６％）で，代謝産物であ

り難分解性の pp-DDE の割合が多くなっている。

食品群別では１０群（魚介類），１１群（肉卵類），１２群

（乳製品）から検出されていた。ここ数年の主要寄与

群は１０群魚介類であった。総DDTの２００５年の摂取

量は０．３４３µg で ADI の約７００分の１であった。HCH，

DDT共に使用されなくなってかなりの年数を経て

も依然として食品中に残留している。

（２）PCBについて

香川県では１９８５年から５年間の摂取量平均は４．１

µg，２０００年から２００４年の平均摂取量は０．８３µg と１／

４に減少している。しかし全国平均５）６）の同時期と比

較すると１９８５年から５年間の摂取量平均は２．２µg，２０００

年から２００４年の平均摂取量は０．６６µgで全国平均より高い

ことがわかる。また同じく瀬戸内海に接する大阪府

の桑原７）らの報告と同様の傾向が見られた。１９８５年

から１９９１年までは１０群魚介類の寄与率は９４％であっ

たが，それ以降は１０群が１００％占めていた。

PCBの ADI は２５０µg/day／５０kg であり，２０年間の

平均摂取量２．２１µg と比較すると１／１１０であり，問

題ないと考えられる。

クロルデンの摂取量については前報４）で報告した。

（３）その他の汚染物質について

ディルドリンについて０．０３３～３．４µg/man/day の

範囲で摂取されている。検出されない年も見られた

が，摂取量は低いながら食品汚染は続いている。主

要寄与群は１０群魚介類であるが，８群緑黄色野菜な

どからも摂取している。ADI は５µg/day／５０kg であ

り，安全性に問題ないと考えられる。

有機リン系農薬の摂取については初期の数年間は

マラチオンが０．７１～１．２５µg/man/day，フェニトロチ

オンが２群，１３群から，EPNが７群（緑黄色野菜）

（０．１～５．３µg/man/day）から検出されていた。１９９４年

以降はクロルピリホスメチルが２群（穀類，種実類，

イモ類），３群（砂糖，菓子類）から０．４６～０．８µg/man

/day 検出されている。これらの検出原因は外国産小

麦に由来すると思われる８）。ADI は５０µg であり，問

題のない摂取量である。
２ 調製試料別摂取量について

マーケットバスケット方式による調査では国民栄

養調査の地域ブロック別摂取量に基づき食品調製し

ている。食品は８５（１６年度は９８）に分類されているが，

必ずしも１食品でなく，いくつかの食品から選択す

る方式となっている。このため選び方によりデータ

に大きく影響する場合があるため，ダイオキシン類

の摂取量調査では９）１０群，１１群，１２群については３

試料ずつ調製している。つまり，含まれる食品例か

ら異なる食品を選び，また食品の種類が同じ場合は

産地などが異なる食品を選択して試料を調整してい

る。これらの一例（平成１４年度１０群食品選択例）を表

５に示した。今回この凍結保存した試料を利用して，

塩素系農薬等の摂取量を比較した。

平成１４年度から１６年度の１０群，１１群，１２群のHCH，

DDT，PCB摂取量について図９，１０，１１，１２，１３に示した。

１０群魚介類について１４年度から１６年度まで３セッ

表４ 平均一日摂取量と一日摂取許容量（ADI）の比較

化合物名
１日摂取許容量（ADI） 全国一日摂取

量（１９９５‐１９９９）
全国一日摂取
量（２０００‐２００４）

香川県一日
摂取量（２００５）

µg/kg 体重／日 µg/５０kg／日 µg/人／日 µg/人／日 µg/人／日

Total－HCH １２．５ ６２５ ０．１６０ ０．０４２ ０

Total－DDT ５ ２５０ ０．５４１ ０．３１６ ０．３４３

Dieldrin ０．１ ５ ０．０８０ ０．０３９ ０．０２８

Heptachlor epoxid ０．１＊ ５ ０．０１４ ０．０２１ ０

PCB ５＊＊ ２５０ ０．８９３ ０．６６２ ２．２３４

Malathion ２０ １０００ ０．１２３ １．０９ ０

Fenitrothion ５ ２５０ ０．０３７ ０．０１８ ０

Diazinon ２ １００ ０．０３８ ０．００５ ０

Chlorpyrifosmethyl １ ５０ －－－－ －－－－ ０
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トずつ摂取量を比較したが，食品試料や生産地など

による特別な変化は認められなかった。

HCHについてはDDTほどの差は見られないが検

出した試料の一番低い試料と一番高い試料では３倍

の開きが見られた。

DDTについて各年度調製試料別摂取量は３から

５倍の差が認められた。

PCBについては年度ごとの摂取量差は１．５から

２．８倍であった。１４から１６年度の３年間の摂取量は

０．６４６から１．８２µg/man/day で約３倍の開きが見られ

た。

１１群（肉，卵類），１２群（乳製品）についてはDDT

類のみ検出された。異性体の種類はほとんどが pp-

DDE であった。３年間の摂取量は１１群で０から

０．０６８µg/man/day，１２群で０から０．０４６µg/man/day で

あり，各試料の平均はそれぞれ０．０３４，０．０３０であっ

た。１０群魚介類に見られるHCH，PCBなどの検出

はいずれの試料からも見られず，試料による差は１０

群より小さかった。

以上，試料作製時の食品の選択によりDDT，PCB，

HCHなどの摂取量が大きく変動することが判明し

た。ただ，どのような食品や生産地により摂取量が

変動するかは特定できなかった。

� まとめ
国民栄養調査食品群別一日摂取量の四国地方に基

づきマーケットバスケット方式で試料を調製し，香

川県における２０年間の各種汚染物質の１日摂取量を

調査解析した。また，１４年度から１６年度１０，１１，１２群

について食品の選択差による摂取量の差異について

図９ １０群（魚介類）中総HCH調製試料別比較

図１０ １０群（魚介類）中総DDTの採取量の

調製試料別比較

図１１ １０群（魚介類）中PCB調製試料別比較

表５ 平成１４年度１０群（魚介類）調製リスト
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図１２ １１群中総DDT調製試料別比較 図１３ １２群中総DDT調製試料別比較

調査解析した。

１ １９８５年から２００５年の２０年間のHCH，DDT，

PCBの摂取量の経年変化を調査解析したが，調査

初期では摂取量の減少は大きいが，ここ数年間は変

動幅が小さくなっている。しかし，HCH，DDT，PCB

共に使用されなくなって後かなりの年数を経ても依

然として食品中に残留している。摂取量はADI と

比較して，安全性に問題の無い量であった。

２ 試料作製時の食品の選択によりDDT，PCB，

HCHなどの摂取量が大きく変動することが判明し

た。ただどのような食品や生産地により摂取量が変

動するかは特定できなかった。

本報告は厚生労働科学研究費補助金「食品の安全

性高度化推進研究事業」食品中の有害物質等の摂取

量の調査及び評価に関する研究の分担研究「日常食

の汚染物摂取量調査研究」の香川県にかかる調査に

ついてまとめたものである。
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